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１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 141,657 12.7 14,839 13.8 16,246 17.7 11,902 22.0
2025年３月期 125,670 △2.9 13,037 29.7 13,808 19.9 9,753 16.2

(注) 包括利益 2026年３月期 15,724百万円( 46.6％) 2025年３月期 10,726百万円( △9.9％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 188.77 188.75 9.9 9.8 10.5
2025年３月期 160.94 160.40 9.2 9.0 10.4

(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 144百万円 2025年３月期 104百万円

※当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しておりま

す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益および潜在株式

調整後１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 175,365 127,939 72.1 2,003.32
2025年３月期 155,076 115,057 73.3 1,817.56

(参考) 自己資本 2026年３月期 126,418百万円 2025年３月期 113,660百万円

※当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しておりま

す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しておりま

す。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 △5,817 746 △1,983 35,169
2025年３月期 △2,525 51 2,622 42,104

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － － － 175.00 175.00 3,663 36.2 3.3
2026年３月期 － － － 70.00 70.00 4,435 37.1 3.7
2027年３月期(予想) － － － 75.00 75.00 39.4

※当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しておりま

す。これに伴い、2026年３月期の１株当たり期末配当金につきましては、当該株式分割の影響を考慮した金額を記載

しております。株式分割を考慮しない場合の2026年３月期の１株当たり期末配当金は、210円00銭となります。



３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 160,000 12.9 17,400 17.3 18,400 13.3 12,000 0.8 190.16

※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 1社（社名） 村上グリーンパワー合同会社 、 除外 - 社（社名） -

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期 65,195,940株 2025年３月期 64,625,940株

② 期末自己株式数 2026年３月期 2,091,554株 2025年３月期 2,091,027株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 63,052,539株 2025年３月期 60,601,971株

※当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しておりま

す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、期末発行済株式数、期末自己株式数お

よび期中平均株式数を算定しております。

(参考) 個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 133,886 14.6 14,944 16.8 15,527 15.7 11,516 20.5
2025年３月期 116,849 △4.4 12,798 33.8 13,417 23.4 9,557 18.1

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 182.62 182.61
2025年３月期 157.69 157.17

※当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しておりま

す。これに伴い、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益および潜在株式調整

後１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 167,925 122,530 73.0 1,941.42
2025年３月期 148,272 110,089 74.2 1,760.18

(参考) 自己資本 2026年３月期 122,530百万円 2025年３月期 110,089百万円

※当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しておりま

す。これに伴い、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。



２．2027年３月期の個別業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 150,000 12.0 17,500 12.7 11,600 0.7 183.80

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

なお、詳細につきましては、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

（決算補足説明資料および決算説明会内容の入手方法）

当社は、2026年５月21日(木)に機関投資家・アナリスト向けの決算説明会を実施する予定です。決算説明資料につ

いては、後日当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢に改善の動きがみられるなか、企業収益の改善や設備投資の持

ち直しを背景に、全体として緩やかな回復基調で推移し、個人消費についても持ち直しの動きがあるものの、食料

品を中心とした物価上昇の影響により力強さを欠く面もみられました。また、米国の通商政策の影響や中東情勢、

金融資本市場の変動等もあり、景気を取り巻く環境は不透明な状況が続いております。

当社グループの主力事業をおく電力業界では、第７次エネルギー基本計画およびＧＸ2040ビジョンの策定・具体

化を通じて、エネルギー安全保障と脱炭素化の両立を図りながら、再生可能エネルギー、原子力、火力発電をそれ

ぞれの特性に応じて活用していく方向性が一層明確になりました。また、原子力分野においては、安全性の確保を

大前提として、既設炉の安定運転や再稼働に向けた取り組みが進められるとともに、六ヶ所再処理工場の竣工、使

用済燃料対策、高レベル放射性廃棄物の最終処分など、バックエンドを含む課題への対応も継続して進められまし

た。さらに、火力発電についても、安定供給を支える重要な電源としての役割を踏まえつつ、ＬＮＧの安定供給確

保、水素・アンモニアやＣＣＵＳ等を活用した脱炭素化、および大規模電源投資を支える制度・ファイナンス環境

の整備に向けた議論が進展し、業界全体として政策の具体化と実行段階への移行が進められております。

このような事業環境のもと、当社グループは経営環境の変化に対応し、持続的成長の実現を図るべく策定された、

「中期経営計画（2023年度〜2025年度）」の最終年度を迎えました。計画期間を通じ、原子力発電所の再稼働関連

工事やＬＮＧ火力発電所の新設・リプレース工事の受注拡大に注力するとともに、メンテナンス事業への参入、デ

ータセンターや半導体施設といった新規分野の開拓、さらには海外事業の拡大を積極的に推進してまいりました。

また、事業拡大に伴う施工体制の強化にあたっては、「安全・品質」を経営の最優先事項の一つと位置づけ、取り

組みを強化いたしました。現場への滞在型パトロールによる安全意識の抜本的な改革を進めるとともに、ＶＲ（仮

想現実）技術や安全・品質管理に関する動画を活用した直感的な教育を導入し、施工品質のさらなる高度化を図っ

ております。さらに、作業環境の改善を目指し、熱中症対策として現場で着用する保冷ベストを独自開発するなど、

社員・協力会社の安全と健康を守るための取り組みも進めております。加えて、高い溶接技術と補修メンテナンス

における豊富な実績を有する東栄技工株式会社について、完全子会社化に向けた株式譲渡契約を締結いたしまし

た。本件を通じ、専門人材の確保と施工体制の強化を図り、Ｍ＆Ａを活用したさらなる収益力向上と持続的な企業

価値の創出にも積極的に取り組んでおります。

その結果、当連結会計年度の業績につきましては、受注高196,992百万円（前年同期比28.1％増）、売上高

141,657百万円（前年同期比12.7％増）、うち海外工事は6,925百万円（前年同期比15.9％増）となりました。

利益面につきましては、営業利益14,839百万円（前年同期比13.8％増）、経常利益16,246百万円（前年同期比

17.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益11,902百万円（前年同期比22.0％増）となりました。

当連結会計年度の期末配当金につきましては、2026年２月６日開催の取締役会において、長期安定的な利益還元

を基本とする剰余金の配当方針に則り、今期の業績や経営環境などを総合的に勘案した結果、前連結会計年度と比

較し１株当たり11円67銭増配し70円(株式分割前210円)と決定いたしました。

セグメント別の経営成績を示すと次のとおりであります。

(建設工事部門)

受注高は、原子力発電設備工事および環境保全設備工事が増加したことにより、部門全体として増加し、89,865

百万円（前年同期比65.7％増、構成比45.6％）となりました。

売上高は、原子力発電設備工事が増加したことにより、部門全体として増加し、44,531百万円（前年同期比13.7

％増、構成比31.4％）となり、セグメント利益は2,966百万円（前年同期比94.7％増）となりました。

(補修工事部門)

受注高は、事業用火力発電設備工事および製鉄関連設備工事が増加したことにより、部門全体として増加し、

107,127百万円（前年同期比7.6％増、構成比54.4％）となりました。

売上高は、原子力発電設備工事および製鉄関連設備工事が増加したことにより、部門全体として増加し、97,125

百万円（前年同期比12.3％増、構成比68.6％）となり、セグメント利益は16,113百万円（前年同期比3.8％増）と

なりました。
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（２）当期の財政状態の概況

(イ) 資産

流動資産は、現金預金が7,184百万円減少したものの、受取手形・完成工事未収入金及び契約資産が23,071百万

円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて14,575百万円増加し123,185百万円となりました。

固定資産は、投資有価証券が5,424百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて5,714百万円増加

し52,180百万円となりました。

(ロ) 負債

流動負債は、支払手形・工事未払金が1,527百万円および契約負債が1,651百万円増加したことなどにより、前連

結会計年度末に比べて3,829百万円増加し27,321百万円となりました。

固定負債は、長期借入金が2,131百万円および繰延税金負債が1,338百万円増加したことなどにより、前連結会計

年度末に比べて3,578百万円増加し20,104百万円となりました。

(ハ) 純資産

純資産は、利益剰余金が8,239百万円およびその他有価証券評価差額金が3,844百万円増加したことなどにより、

前連結会計年度末に比べて12,881百万円増加し127,939百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は35,169百万円となり、前連結会計年度末より6,935百万円減少

しました。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは5,817百万円の支出（前連結会計年度は2,525百万円の支出）となりまし

た。これは、税金等調整前当期純利益17,596百万円があったものの、営業債権、契約資産及び契約負債の増加

20,170百万円および法人税等の支払額4,612百万円があったことによるものです。

(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは746百万円の収入（前連結会計年度は51百万円の収入）となりました。こ

れは、有形固定資産の取得による支出886百万円があったものの、投資有価証券の売却による収入1,559百万円があ

ったことによるものです。

(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは1,983百万円の支出（前連結会計年度は2,622百万円の収入）となりまし

た。これは、長期借入れによる収入3,198百万円があったものの、長期借入金の返済による支出2,037百万円および

配当金の支払額3,647百万円があったことによるものです。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率（％） 60.1 60.0 64.8 73.3 72.1

時価ベースの
自己資本比率（％）

38.1 52.5 58.3 64.3 104.1

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率（％）

2,452.2 48.0 － － －

インタレスト・
カバレッジ・レシオ（倍）

19.1 640.6 － － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、期末株価×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※ キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

※ 営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの期につきましては、キャッシュ・フロー対有利子負債比率およ

びインタレスト・カバレッジ・レシオを記載しておりません。

（４）今後の見通し

今後のわが国経済の見通しにつきましては、所得環境の改善が進むなかで、各種政策効果も下支えとなり、個人

消費の増加や危機管理投資・成長投資の進展による設備投資のさらなる増加が期待されております。これにより、

国内需要を中心とした緩やかな成長が続くことが見込まれるものの、海外経済の不確実性、中東情勢の影響、米国

の通商政策をめぐる動向、金融資本市場の変動等については、引き続き十分注意する必要があります。

一方、当社グループの主力事業をおく電力業界では、ＤＸ・ＧＸの進展やデータセンター、半導体関連分野の拡

大等を背景として、中長期的に脱炭素電源を着実に確保していくことの重要性が一段と高まっております。このた

め、再生可能エネルギーと原子力を最大限活用しつつ、既設火力発電設備の維持・活用と脱炭素化を進めるととも

に、原子力発電所の再稼働、次世代革新炉を含む将来の建て替え、および大規模電源への新規投資を支える実効性

ある制度整備が求められております。また、こうした取り組みを着実に進めるためには、投資回収の予見性向上、

資金調達環境の整備に加え、メーカーを含むサプライチェーンや人材・施工力の維持強化も重要であり、今後は発

電設備の建設、更新、保全を支える事業環境の整備が一層重要になっていくものと考えられます。

次期連結会計年度においては、当社グループは、新たに策定した新中期経営計画（2026年度～2028年度）のもと、

「激動期の成長を盤石とし、加速させる企業基盤の強化」「時代の変化に応じた事業領域の成長・拡大」「社会課

題解決への挑戦を通じた企業価値向上」を骨子に、2028年度連結売上高1,800億円以上・ＲＯＥ9.5％以上の達成を

目指し、人材確保・育成やＤＸ推進による企業基盤の強化、原子力・脱ＣＯ2・半導体・データセンター等の事業領

域拡大とＭ＆Ａ等の積極的な事業投資、自社発電所を中心に地域循環型社会の実現を目指す「グリーンプロジェク

ト」を通じた社会課題解決への貢献等を推進し、持続的な企業価値の向上とさらなる成長の実現に全力で取り組ん

でまいります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結

財務諸表を作成する方針であります。なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適

切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 42,607 35,423

受取手形・完成工事未収入金及び契約資産 49,539 72,611

電子記録債権 2,755 1,471

未成工事支出金 10,610 10,023

材料貯蔵品 82 45

その他 3,013 3,712

貸倒引当金 － △102

流動資産合計 108,609 123,185

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 19,953 20,102

減価償却累計額及び減損損失累計額 △12,272 △12,721

建物・構築物（純額） 7,681 7,380

機械・運搬具 13,457 13,103

減価償却累計額 △10,945 △10,791

機械・運搬具（純額） 2,511 2,312

工具器具・備品 2,894 2,865

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,615 △2,622

工具器具・備品（純額） 279 242

土地 9,181 9,392

リース資産 688 691

減価償却累計額 △357 △392

リース資産（純額） 330 299

建設仮勘定 223 267

有形固定資産合計 20,207 19,895

無形固定資産

その他 225 263

無形固定資産合計 225 263

投資その他の資産

投資有価証券 17,635 23,060

長期貸付金 275 408

賃貸不動産 6,654 6,703

減価償却累計額 △684 △763

賃貸不動産（純額） 5,969 5,939

繰延税金資産 34 37

長期性預金 50 50

その他 2,342 2,776

貸倒引当金 △273 △250

投資その他の資産合計 26,033 32,021

固定資産合計 46,466 52,180

資産合計 155,076 175,365
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 9,379 10,907

1年内返済予定の長期借入金 2,039 1,067

リース債務 159 153

未払法人税等 2,768 3,782

契約負債 5,162 6,814

賞与引当金 1,051 1,050

役員賞与引当金 90 123

完成工事補償引当金 75 76

工事損失引当金 131 1,055

その他 2,632 2,290

流動負債合計 23,491 27,321

固定負債

社債 5,000 5,000

長期借入金 6,726 8,858

リース債務 184 166

繰延税金負債 760 2,098

退職給付に係る負債 3,408 3,517

役員株式給付引当金 200 232

役員退職慰労引当金 38 －

その他 207 231

固定負債合計 16,526 20,104

負債合計 40,018 47,426

純資産の部

株主資本

資本金 6,657 7,070

資本剰余金 9,190 9,602

利益剰余金 92,394 100,633

自己株式 △1,195 △1,196

株主資本合計 107,046 116,109

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,545 10,389

為替換算調整勘定 △89 △226

退職給付に係る調整累計額 157 144

その他の包括利益累計額合計 6,613 10,308

新株予約権 0 －

非支配株主持分 1,396 1,520

純資産合計 115,057 127,939

負債純資産合計 155,076 175,365
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（２）連結損益及び包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 125,670 141,657

売上原価 102,325 116,085

売上総利益 23,344 25,572

販売費及び一般管理費 10,307 10,732

営業利益 13,037 14,839

営業外収益

受取利息 23 10

受取配当金 458 567

持分法による投資利益 104 144

固定資産賃貸料 360 355

為替差益 － 338

受取保険金 188 62

保険返戻金 44 45

匿名組合投資利益 － 183

その他 121 178

営業外収益合計 1,301 1,886

営業外費用

支払利息 79 120

社債発行費 78 －

為替差損 12 －

匿名組合投資損失 111 －

固定資産賃貸費用 119 132

借入手数料 14 113

その他 115 112

営業外費用合計 530 479

経常利益 13,808 16,246

特別利益

固定資産売却益 863 6

投資有価証券売却益 61 1,356

在外支店における送金詐欺回収益 10 3

その他 0 0

特別利益合計 936 1,368

特別損失

固定資産除却損 45 18

その他 0 －

特別損失合計 45 18
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

税金等調整前当期純利益 14,699 17,596

法人税、住民税及び事業税 4,888 5,824

法人税等調整額 66 △287

法人税等合計 4,955 5,537

当期純利益 9,743 12,058

（内訳）

親会社株主に帰属する当期純利益 9,753 11,902

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

△9 156

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 328 3,847

為替換算調整勘定 200 △172

退職給付に係る調整額 454 △13

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 3

その他の包括利益合計 982 3,665

包括利益 10,726 15,724

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 10,686 15,594

非支配株主に係る包括利益 39 129
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,000 5,881 85,270 △1,621 93,530

当期変動額

新株の発行 2,656 2,656 5,313

剰余金の配当 △2,628 △2,628

親会社株主に帰属する

当期純利益
9,753 9,753

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 29 29

自己株式の処分

(新株予約権の行使)
652 399 1,052

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 2,656 3,309 7,124 425 13,515

当期末残高 6,657 9,190 92,394 △1,195 107,046

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 6,222 △243 △296 5,682 17 1,361 100,592

当期変動額

新株の発行 5,313

剰余金の配当 △2,628

親会社株主に帰属する

当期純利益
9,753

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 29

自己株式の処分

(新株予約権の行使)
1,052

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
323 154 454 931 △17 35 949

当期変動額合計 323 154 454 931 △17 35 14,465

当期末残高 6,545 △89 157 6,613 0 1,396 115,057
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,657 9,190 92,394 △1,195 107,046

当期変動額

新株の発行 412 412 825

剰余金の配当 △3,663 △3,663

親会社株主に帰属する

当期純利益
11,902 11,902

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 412 412 8,239 △1 9,063

当期末残高 7,070 9,602 100,633 △1,196 116,109

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 6,545 △89 157 6,613 0 1,396 115,057

当期変動額

新株の発行 825

剰余金の配当 △3,663

親会社株主に帰属する

当期純利益
11,902

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
3,844 △136 △13 3,694 △0 124 3,817

当期変動額合計 3,844 △136 △13 3,694 △0 124 12,881

当期末残高 10,389 △226 144 10,308 － 1,520 127,939
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 14,699 17,596

減価償却費 1,482 1,435

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 76

その他の引当金の増減額（△は減少） △675 941

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 211 94

受取利息及び受取配当金 △481 △578

支払利息 79 120

借入手数料 14 113

為替差損益（△は益） △23 △198

持分法による投資損益（△は益） △104 △144

社債発行費 78 －

その他の営業外損益（△は益） △413 △289

有形固定資産除売却損益（△は益） △808 12

投資有価証券売却損益(△は益) △61 △1,356

匿名組合投資損益(△は益) 111 △183

在外支店における送金詐欺回収益 △10 △3

営業債権、契約資産及び契約負債の増減額(△は
増加)

△122 △20,170

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △381 596

仕入債務の増減額（△は減少） △13,125 1,530

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,305 △1,038

未払消費税等の増減額（△は減少） 7 △7

その他 △1,296 △303

小計 482 △1,757

利息及び配当金の受取額 494 593

利息の支払額 △74 △116

補助金の受取額 200 1

法人税等の支払額 △3,815 △4,612

在外支店における送金詐欺損失の回収額 10 3

その他 177 70

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,525 △5,817
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △278 △328

定期預金の払戻による収入 328 575

有形固定資産の取得による支出 △769 △886

有形固定資産の売却による収入 900 10

無形固定資産の取得による支出 △46 △84

投資有価証券の取得による支出 △398 △14

投資有価証券の売却による収入 314 1,559

貸付けによる支出 － △120

保険積立金の解約による収入 44 45

その他 △44 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー 51 746

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 135 3,198

長期借入金の返済による支出 △948 △2,037

借入手数料の支払額 △13 △113

社債の発行による収入 4,921 －

社債の償還による支出 △5,000 －

自己株式の取得による支出 △2 △1

自己株式の売却による収入 14 0

リース債務の返済による支出 △191 △201

配当金の支払額 △2,637 △3,647

新株予約権の行使による自己株式の処分による
収入

1,045 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 5,302 824

非支配株主への配当金の支払額 △4 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,622 △1,983

現金及び現金同等物に係る換算差額 36 118

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 185 △6,935

現金及び現金同等物の期首残高 41,919 42,104

現金及び現金同等物の期末残高 42,104 35,169
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

(連結損益及び包括利益計算書関係)

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「借入手数料」は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示してい

た130百万円は、「借入手数料」14百万円、「その他」115百万円として組み替えております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業を展開する工事の種類別に管理部門を設置し、国内および海外の各種プラント設備の建設、補修、

維持に関連する事業、ならびに発電事業を行っておりますが、報告セグメントとしては、「建設工事部門」およ

び「補修工事部門」の２つとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品およびサービスの種類

「建設工事部門」は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや改造工

事等と、これらの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事他の施工、および各種プラント設備の解体、廃

止措置等の事業を国内外で行っております。

「補修工事部門」は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業を行っております。

なお、発電事業は「補修工事部門」に含めております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理の方法

と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報および収益の分解

情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

建設工事部門 補修工事部門

売上高

一時点で移転される財 8,412 58,304 66,717

一定の期間にわたり移転される財 30,739 28,213 58,952

顧客との契約から生じる収益 39,152 86,518 125,670

外部顧客への売上高 39,152 86,518 125,670

セグメント利益 1,523 15,523 17,047

(注) セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

建設工事部門 補修工事部門

売上高

一時点で移転される財 7,968 58,884 66,853

一定の期間にわたり移転される財 36,563 38,241 74,804

顧客との契約から生じる収益 44,531 97,125 141,657

外部顧客への売上高 44,531 97,125 141,657

セグメント利益 2,966 16,113 19,079

(注) セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額および当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 17,047 19,079

全社費用(注) △4,009 △4,240

連結財務諸表の営業利益 13,037 14,839

(注) 全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 1,817円56銭 2,003円32銭

１株当たり当期純利益 160円94銭 188円77銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 160円40銭 188円75銭

（注）１ 当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施してお

ります。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１

株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。

２ 株主資本において自己株式として計上されている信託銀行（役員報酬ＢＩＰ信託口）が所有する当社株式は、

１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております（前連結会計年

度252千株、当連結会計年度252千株）。また、１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中

平均株式数については、信託銀行（役員報酬ＢＩＰ信託口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式

に含めて算定しております（前連結会計年度260千株、当連結会計年度252千株）。
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３ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 9,753 11,902

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益

(百万円) 9,753 11,902

普通株式の期中平均株式数 (株) 60,601,971 63,052,539

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する
当期純利益調整額

(百万円) － －

普通株式増加数 (株) 201,369 4,314

(うち新株予約権) (株) 201,369 4,314

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

－ －
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(重要な後発事象)

(取得による企業結合)

当社は、2026年３月６日開催の取締役会において、東栄技工株式会社の全株式を取得し、完全子会社化するこ

とを決議し、2026年４月17日付で同社の全株式を取得いたしました。

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称

東栄技工株式会社

事業の内容

発電所・プラント・船舶用大型部品の溶接補修メンテナンスサービス 他

② 企業結合を行う主な理由

当社は1947年の創業以来、プラント建設事業の「意義」と「使命」を自覚し、積極進取の精神のもと、

国内外の火力・原子力発電所をはじめ、各種プラント・環境設備等の建設工事・メンテナンス工事を手が

けてまいりました。

このたび株式を取得する東栄技工株式会社は、発電所等の陸上プラントや船舶分野において、50年以上

にわたり高度な溶接技術を活用したメンテナンス事業を展開しており、豊富な実績と多数の優秀な技術者

を有しております。

当社は、同社を子会社化することにより、優れた専門技術を有する人材の確保を図り、グループ全体の

施工力を強化し収益力を向上させることで、当社グループの企業価値向上に資するものと考えます。

③ 企業結合日

2026年４月17日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として全株式を取得したことによるものであります。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,250百万円

取得原価 1,250百万円

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。

(4) 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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(子会社の設立)

当社は、2026年４月10日開催の取締役会において、西川計測株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役社

長：田中 勝彦）および西華産業株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役 社長執行役員：櫻井 昭彦）とと

もに、2026年７月に「六ヶ所プラントエンジニアリング株式会社」を設立することを決定いたしました。

(1) 子会社設立の目的

当社、西川計測株式会社、西華産業株式会社の各社は、新会社の設立により、青森県内におけるエネル

ギー関連施設の長期的かつ安定的な維持管理に貢献するとともに、これまで培ってきた知見と技術力を結

集し、地域社会の課題解決に取り組むことを目的としております。

(2) 設立する子会社の概要

① 名称 ：六ヶ所プラントエンジニアリング株式会社

② 所在地 ：青森県上北郡六ヶ所村大字倉内字道ノ下139-８

③ 代表者の氏名：代表取締役社長 牧田 良二

④ 事業の内容 ：プラント設備の設計ならびに施工 等

⑤ 資本金 ：40百万円

⑥ 設立の時期 ：2026年７月（予定）

⑦ 出資比率 ：太平電業株式会社 80％

西川計測株式会社 10％

西華産業株式会社 10％
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４．その他

（１）セグメント別受注高・売上高・受注残高
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

比較増減
(△は減少)

セグメントの名称
金額

(百万円)
構成比率
(％)

金額
(百万円)

構成比率
(％)

金額
(百万円)

受
注
高

建設工事部門 54,231 35.3 89,865 45.6 35,634

補修工事部門 99,542 64.7 107,127 54.4 7,585

合計 153,773 100.0 196,992 100.0 43,219

売
上
高

建設工事部門 39,152 31.2 44,531 31.4 5,379

補修工事部門 86,518 68.8 97,125 68.6 10,607

合計 125,670 100.0 141,657 100.0 15,987

受
注
残
高

建設工事部門 65,747 52.3 111,081 61.3 45,333

補修工事部門 60,030 47.7 70,032 38.7 10,001

合計 125,778 100.0 181,113 100.0 55,335

(注) １．建設工事部門は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや

改造工事等と、これらの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事等の施工、および各種プラ

ント設備の解体、廃止措置等の事業。

２．補修工事部門は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業、および発電

所の運転業務等。



太平電業株式会社(1968) 2026年３月期 決算短信

19

（２）役員の異動

① 代表者の異動

該当事項はありません。

② その他の役員の異動

（2026年６月26日付予定）

新任取締役候補

社外取締役 榎本 英紀

退任予定取締役

社外取締役 小島 冬樹

新任監査役候補

社外監査役 小野 敏幸

退任予定監査役

社外監査役 樋口 義行


